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１ 計画期間 
  

計画期間を平成２９年度から３３年度までの５年間とします。 

 

 

２ 構成 
  

「将来都市像」「基本目標」「政策」「施策」で構成します。各層は目的と手段の

関係で結びついています。 

  

総合計画 

施 策 

政 策 

すべての事務事業（予算） 

実施計画 
施策の方向性 

 

主要な事務事業 
 

基本目標 

将来都市像 
策
定
の
前
提
と
な
る
社
会
情
勢
、 

本
市
を
取
り
巻
く
環
境 
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３ 策定の前提となる社会情勢、社会的要請 
  
（１）社会情勢の変化・時代の潮流 

○人口減少社会 

 わが国の人口は、平成１７年（２００５年）に戦後初めて減少し、平成２２年以

降は減少が続いています。少子高齢化の進行と相まって、人口構造が変化し、これ

まで国を支えてきた社会経済システムの持続可能性が危惧されています。 

○防災・減災、環境問題への対応 

東日本大震災などの発生をきっかけに、これまで以上に自然災害や原子力災害に

対する防災意識が高まっています。国や地方、地域においては、大規模災害による

被害を最小限に抑えるための事前の対策や危機管理体制の強化、地域に根ざした防

災・減災対応が求められます。 

地球規模で進む温暖化は、海面水位の上昇や台風の大型化、干ばつや洪水の頻発

など地球環境への影響が懸念され、人類の存立基盤を揺るがす深刻な問題となって

います。環境問題を世界共通の課題としてとらえ、持続可能な環境負荷の少ない低

炭素型、循環型社会への転換・構築が求められます。 

○地方分権のさらなる進展 

国から地方へ権限や財源を移譲し、地域の自主性と自立性を高めるための改革が

進む中、住民にもっとも身近な基礎自治体の果たす役割と責任は大きくなっていま

す。創意と工夫にあふれた自立したまちづくりをすすめて行くためには、行政、市

民、事業者などあらゆるまちづくりの主体が連携し、それぞれの役割と責任を担い、

協働することが求められます。 

○人モノ情報のグローバル化 

経済活動のグローバル化や、交通や情報通信技術の発展により、人・モノ・情報

等が国境を越えて交流しています。 

観光や産業の振興などにおいて、こうした国際化の動きを踏まえた取り組みによ

り地域経済の発展につなげていくことが期待されます。 

○厳しい財政状況 

近年の景気低迷に加え、人口減少等に伴う国内消費の縮小により、経済の大幅な

伸びは見込みにくい状況にあります。 

また、国・地方ともに厳しい財政状況にあって、老朽化の進む社会インフラへの

対応や高齢者人口の増加に伴う社会保障費などの財政負担は増大することが見込

まれており、費用対効果を念頭におきながらより市民目線に立った施策の取捨選択、

ハード・ソフト両面から既存ストックをフル活用するなど、人口減少や少子高齢化

を見据えたまちづくりが一層求められます。



3 
 

（２）本市を取り巻く環境 

○人口の転出超過 

 本市の人口は、県外、とくに大都市圏に対して転出超過の状況にあり、労働力人

口の流出により、商工業や農業の継続的な経営が困難になるおそれがあります。 

 しかし、本市の子育て環境や居住環境などの生活基盤は大都市圏と比較して高い

水準で整っていることから、本市の住みやすさをＰＲしながら若者の雇用支援や女

性が活躍しやすい環境づくりを進めるなど、県外からの流入人口を増やす施策展開

が求められます。 

○北陸新幹線の開業 

平成２７年に北陸新幹線が金沢まで開業しました。全国的に北陸に注目が集まる

中、その集客力を福井まで活用できるよう、戦略的な誘客、誘致、雇用対策が必要

です。福井開業に向け、新幹線効果を最大限に引き出せるように、県や周辺市町、

民間企業、市民などがそれぞれの役割を明確にしながら、全市を挙げて計画的・効

果的な取組を進める必要があります。 

○本県の中心的な役割を担う 

北陸新幹線福井開業を控え、県の玄関口として、本市を訪れる方を迎える風格あ

るまちづくりとおもてなしの心を醸成するとともに、経済、観光、文化の面で県内

各地をリードし、本県全体の牽引役となることが求められています。 

また、人口減少社会の中においても、持続可能な行政サービス提供していくため、

本市は都市機能を集約した中心市としての役割を念頭に、周辺市町との連携を視野

に入れたまちづくりを進める必要があります。 
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４ 目指すべき将来都市像 
  

まちは、そこに住んでいる人が住みやすさを実感でき、訪れる人々にとっても安ら

ぎと潤いを感じ、健康で文化的な生活を送ることができる場所であることが大切です。 

人口減少社会や急激な社会状況の変化などの将来を見据えると、誰もが、行きたい、

住みたいと感じられるまちづくりが求められます。 

第六次福井市総合計画（平成２４年度～２８年度）では、人口減少社会や厳しい財

政状況、地方分権の加速、さらには大規模災害への対応など、先を見通しにくい社会

情勢や環境の変化にしっかり対応し、福井市が、住んでいる人も本市を訪れる人にも、

みんなにとって心が落ち着く我が家のように“かえりたくなるまち”となることを目

指したまちづくりを進めてきました。 

第七次福井市総合計画は、これまで目指してきた方向性を継続しながら、今後ます

ます深刻化する人口減少社会への対応をさらに深め、今後５年間のまちづくりの指針

として策定します。 

 

そこで、本計画での福井市の目指すべき姿については、第六次福井市総合計画と同

様、次のように掲げます。 

 

『自然・活気・誇りにみちた 人が輝く かえりたくなるまち ふくい』 

 

福井市に豊かに残る水や緑をはじめ、人の手が入ることで保たれてきた自然、人が

集い、交流し、学び、働くことで生まれる活気、これまで積み重ねてきた福井のまち、

歴史、文化への誇りにみちたまちを目指します。 

人々が共に責任を担い、お互いの多様性を理解し尊重し合い、個性と能力を発揮し

て、生き生きと人生をおくる、人が輝くまちを目指します。 

 

安心して子どもが育ち、安全で快適に生活できる環境、活気ある産業と賑わいの生

まれる市街地など、住みやすさを実感しながら人々が輝いて暮らせるまちづくりを進

めることで、福井市に住んでいる人にとってはこのままずっと住み続けたいと思える

まちを、市外の人は福井市に行ってみたい、住んでみたいと思えるまちを、進学・就

職などで福井市を離れた人は帰りたいと思えるまちを目指します。 

市内に住む人も外から来る人も、みんなが福井市を我が家のように思う“かえりた

くなるまち ふくい”の実現に努めていきます。 
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５ 将来都市像を実現するための基本目標・政策・施策 
  
（１）基本目標 

基本目標は、将来都市像を「社会基盤」「市民生活・福祉」「産業」「教育」の分

野の面から、具体的に取り組む方向性を表したものです。 

これらに取り組み、「自然・活気・誇りにみちた 人が輝く かえりたくなるま

ち ふくい」の実現を目指します。 

 

 １ みんなが快適に暮らすまち 

豊かな自然に囲まれてのびのびとした暮らしができ、生活基盤が充実しゆとりを

もって暮らせる農山漁村や周辺市街地、誰もが自由に行き交い、集い、交流とにぎ

わいある楽しみの拠点となる中心部を創出します。また、これらの地域を結ぶ、公

共交通ネットワークを充実し、年代や生活様式に合わせて様々な形で利用しやすく、

自由に交流できる、人にやさしい快適なまちづくりを進めます。 

 

 ２ みんなでつくる住みよいまち 

火災、地震などの災害や犯罪、地球温暖化などの環境問題に対応する持続可能な

まちをつくります。また、高齢者や障がいのある方が安心して暮せるとともに、子

どもを安心して育てることができるまちをつくります。さらに、市民と行政が連

携・協働し共に責任を担い、国籍、民族、性別などにかかわらずお互いを尊重し、

誰もが健康で生きがいを持って暮らす、住みよいまちづくりを進めます。 

 

 ３ みんなが生き生きと働くまち 

地域産業の競争力の向上や雇用と就業機会の創出に努め、活気ある商工業のまち

づくりを進めます。観光資源を磨き上げ福井らしいおもてなしを活かした観光の推

進、意欲ある多様な担い手による豊かな農林水産業を振興し、みんなが生き生きと

働くまちづくりを進めます。 

 

 ４ みんなが学び成長するまち 

未来を担う子どもたちが家庭、地域、学校で学び、生きる力を身につけるまちづ

くりを進めます。また、豊かな歴史や文化に囲まれながら、ふるさとに誇りをもち、

スポーツを楽しみ、生涯にわたり学び成長する、個性と魅力に満ちたまちづくりを

進めます。 
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（２）政策 

政策は、基本目標を実現するために取り組むものです。基本目標の実現手段であ

り、施策の目的となります。 

 

（３）施策 

施策は、政策を実現するために取り組むものです。政策の実現手段であり、事務

事業の目的となります。 
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所　属

①
次の時代にふさわしい県都
のまちづくり

都市整備室

② 良好な都市機能の形成 都市計画課

③ 中心市街地の活性化
都市整備室
商工振興課

④ 福井駅周辺の整備 駅周辺整備課

⑤ まちなか観光の推進 おもてなし観光推進室

① 景観形成の推進 都市整備室

② 定住環境づくり 住宅政策課

③
地域の活力を生かしたまち
づくり

農政企画室
農村整備課

① 公共交通機関の整備支援
新幹線推進室
地域交通課

② 公共交通の利用促進 地域交通課

③ 自転車利用の推進 自転車利用推進課

① 北陸新幹線の整備促進 新幹線推進室

② 並行在来線の開業準備 新幹線推進室

地域の特色と資源を活かした個性あるまちをつくる

　地域が持つ自然や伝統・文化を活かしながら、公共交通や暮らしを支える生活利
便性を向上し、住みよさを実感できるまちづくりを進めます。また、地域の特性を活
かした景観を守り、創り、育てるため、景観形成の意識を高めるとともに、地域が取
り組む活動を支援します。

北陸新幹線の整備をすすめる

　北陸新幹線は、交流人口の増加や経済の活性化にとって重要なものであるととも
に、大規模災害時における東海道新幹線の代替ルートとして重要な役割を担って
います。平成34年度の金沢敦賀間の開業に向け、北陸新幹線の整備促進に積極
的に取り組むとともに、関係機関と並行在来線の経営計画を策定します。

実 施 計 画 （28年度作成）総　合　計　画

政　　策 施　　策 施策の方向性（仮）

１

県都としての魅力を高め、交流しやすいまちをつくる

　県都の顔となる中心市街地の活性化と北陸新幹線の整備促進に積極的に取り組むとと
もに、地域の特色や個性を活かした、人にやさしいまちづくりを推進します。また、誰もが
利用しやすい全域交通ネットワークの構築を図ります。

・都市全体のリニューアルの時期であることから、市役所・県庁を含めた公共施設や都市インフラ更新
時、更には民間の建物更新時においては、デザインや開発手法について市民との共通意識の醸成
が必要である。

・人口の急激な減少と高齢化に伴い、中心市街地やその周辺での人口密度の低下や空き地等の増
加が予測される。

・北陸新幹線の県内延伸や福井国体開催などにより、多くの観光客が本市を訪れることが見込まれる
中、まちなかの観光拠点の魅力向上と回遊性を高め、まちなかのにぎわい創出へつなげていくことが
求められる。

・大規模な商業施設が郊外展開されたことにより、中心市街地における商店数や来街者が減少し、ま
ちなかの賑わいや活力が損なわれている。

・中心市街地において、居住人口、商店数、従業者数、純小売額の割合が低下するなど、まちの活力
が失われている。

・個人の価値観やライフスタイルの多様化により、心の豊かさやすらぎの感じられる自然と共生できる
暮らしを求める人が増えている。

・人口減少社会において、地域の活力を維持するためには、コンパクトなまちづくりと連携した、公共
交通ネットワークの構築を図ることが求められている。

・交通手段として、自動車に大きく依存する状態であり、自転車の利用が減少する傾向にある。

・北陸新幹線の早期開業が求められる。

［現状・課題］

　北陸新幹線金沢開業による民間投資は、富山や金沢で活発化しており、福井開業までの間に北陸
圏での格差が広がらないよう、加えて平成３０年の福井国体に向けて県都の魅力を高める必要があ
る。
　また、急激な人口減少と高齢化を見据え、地域の特色と資源などの個性を活かしながら適切な土地
利用を推進する必要がある。
　えちぜん鉄道高架化に伴う周辺道路の整備や並行在来線も含めた二次交通の充実、地域特性に
応じた交通サービスの確保が必要である。
　一方では、持続可能な集約型のまちづくりや、環境問題への対応として、自転車利用を推進し、まち
なかのにぎわいと交流の創出につなげることが必要である。

１

にぎわいと魅力ある県都の顔をつくる

　長期的視点に立ち、福井城址周辺の整備や一貫性のある公共空間の創出、中
心市街地の商店街等との連携による賑わい軸の強化等により、質の高い都市デザ
インの魅力とにぎわいのある県都の顔づくりを進めます。また、人口減少社会に対
応するため、適正な土地の利用を図りながら長期的視点に立ったまちづくりを進め
ます。
　さらに、広域エリアにおいて本市が担うべき役割を考え、周辺市町との連携を視
野に入れたまちづくりを進めます。

３

誰もが使いやすい公共交通ネットワークを構築する

　鉄道やバスなどの公共交通幹線軸の強化や乗り継ぎの利便性を高めるとともに、
地域特性にふさわしい交通サービスの確保に取り組み、コンパクトなまちづくりと連
携した公共交通ネットワークを構築します。

２

４

参 考 基本目標１ みんなが快適に暮らすまち 
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所　属

実 施 計 画 （28年度作成）総　合　計　画

政　　策 施　　策 施策の方向性（仮）

参 考 基本目標１ みんなが快適に暮らすまち 

① 市道の整備・維持管理
監理課
道路課
自転車利用推進課

②
交通安全施設の整備・維
持管理

監理課
道路課

① 治水環境の整備 河川課

② 浸水対策の推進
下水管路課
雨水対策室

①
良好な河川環境の保全・創
造

河川課

②
快適な公園の整備・維持管
理

公園課

①
市営住宅の整備・維持管
理

住宅政策課

② 良質な住宅整備の促進 住宅政策課

③ 土地区画整理事業の推進 区画整理課

① 安全な建築物の確保 建築指導課

② 建築物の耐震化促進 建築指導課

５

安全で安心な道路環境をつくる

　既存の道路施設の有効活用を基本とし、通学路など市道や交通安全施設等の
整備・維持管理を行い、すべての道路利用者の安全・安心や利便性の向上を図り
ます。

７

快適な市民の憩いの場をつくる

　公園や、河川、水路等の水辺空間は、市民の憩いの場であり、また、身近に自然
を感じることができる空間です。市民との協働による取り組みを活用しながら、快適
な公園の整備や維持管理に努めるとともに、良好な河川環境の保全や創出を図る
ことで、潤いある生活環境をつくります。

８

住まいの充実をはかる

　社会基盤の整った安全で快適な住宅地を整備し、市内居住の定着を図ります。
　また、安全で良質な住宅の普及を進めるとともに、住宅困窮者のための市営住宅
を計画的に整備します。

９

［現状・課題］

　戦後の高度成長期以降整備してきた社会基盤である、道路・河川・公園等の老朽化が顕著化してお
り、更新時期を迎えつつある。このため、国は平成25年、「国土交通省インフラ長寿命化計画（行動計
画）」を策定しており、本市でも、橋梁や公園施設等の長寿命化計画を策定し、各施設の特性に応じ
た効率的な更新、維持管理を目指している。
　一方、阪神淡路大震災や東日本大震災の教訓に基づく更なる耐震化対策の推進や、近年、異常気
象に伴う自然災害が全国的に多発していることから、これまで取り組んできた以上に災害に強い社会
基盤の整備が求められている。
　今後の社会基盤整備については、単なる施設整備や延命化という視点だけでなく、人口減少社会
や厳しい財政状況を十分考慮して、効果的に統廃合も行いながら、次の世代に引き継ぐ施設であるこ
とを意識して、各施設の維持更新に取り組む必要がある。

次世代につなぐ安全な社会基盤が整ったまちをつくる

　市民が安心して生活が営めるよう、災害に強く安全なまちの形成を図るとともに、社会基
盤の効率的な整備と有効活用に努めたまちづくりを進めます。また、豊かな自然を活かし
た快適な生活環境を確保するため良質な生活基盤の形成を推進します。

２

・橋梁の長寿命化を目的に点検補修を計画的に実施してきた中で、新たに国の基準による橋梁等の
点検実施が義務化され、専門的な知識や技能に基づく点検が責務となった。

・全国で、通学路における児童を巻き込んだ交通事故が多発したことを受け、「福井市通学路安全点
検プログラム」を策定しており、今後、これに基づき、通学路の安全対策を実施する必要がある。

・近年の集中豪雨による水害や土砂災害に対する早急な対策並びに、老朽化が進行する河川構造
物等の効率的な維持管理や更新の取り組みが必要である。また、河川は身近に自然を感じられる場
であり、良好な水辺環境の保全創出が求められている。

・局地的集中豪雨による都市型水害への対応など、浸水対策について緊急に実施する必要がある。

・公園の遊具等が老朽化し、公園に対する愛着が薄れ、利用されない公園が増加しており、今後、住
民やボランティア等の協働による維持管理が必要である。

・セーフティーネットの一翼を担う市営住宅の計画的な建て替えと併せ、良質な住宅の普及と住宅整
備支援が必要である。

・建築物の安全確保を図るため、建築基準法に基づく確認、検査、許可、防災指導等を強化し、さら
に、建物所有者に対して耐震改修の必要性の啓発に努めるなど、建築物の耐震化を促進する必要が
ある。

・土地区画整理事業は、公共施設の整備改善と併せ宅地の利用増進を図ることにより、区域内の人口
定着、増加を進めている。平成8年より施行中の森田北東部地区土地区画整理事業は早期完了が求
められている。

６

建築物の安全性の向上をはかる

　建築物に関する規制の実効性を確保し、防災意識の啓発を図るとともに維持管
理の重要性について周知します。また、建築物の耐震化を促進することで、安全な
環境をつくります。

雨による浸水被害を軽減する

　雨による浸水被害の軽減を図るため、河川、水路等の整備や維持管理を計画的
かつ効率的に行います。また、下水道における既存ストックを活用しながら、雨水
貯留施設やポンプ施設などの効率的で効果的な整備、改築を進めます。更に、市
民の防災意識の向上を図り、安全で快適なまちづくりを進めます。
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所　属

実 施 計 画 （28年度作成）総　合　計　画

政　　策 施　　策 施策の方向性（仮）

参 考 基本目標１ みんなが快適に暮らすまち 

３

生活排水を適切に処理し良好な水環境を保つまちをつくる

　市民の水環境への保全意識を高めるとともに、汚水処理施設の計画的な整備と適正な
維持管理を行ない、生活環境の向上を図ります。

① 汚水処理施設の普及促進
下水管理課
下水管路課
下水施設課

［現状・課題］

　汚水処理施設の普及率は平成26年度末で93.7%である。現在、市街地周辺部では未だ汚水処理施
設を利用できない状況にあり、未普及地区解消に向けて、効率的な事業の推進が必要である。
　また、経年劣化の著しい下水道施設が増加しており、老朽化に起因した事故を防止し、機能不全を
未然に防ぐため、計画的な改築更新と効率的で適正な維持管理を行う必要がある。
　一方、使用料収入の減少や企業債償還の増加など厳しい財政状況が見込まれる中、持続的な下水
道サービスを提供する必要がある。

②
汚水処理施設の整備・維
持管理

下水管理課
下水管路課
下水施設課

・汚水処理人口普及率は平成２６年度末で９３．７％であり、未普及地区解消にむけて汚水処理施設
の計画的な整備が必要である。

・汚水処理施設の老朽化が進む中、維持管理費の低減を図るため、計画的な施設の改築や耐震化を
進める必要がある。

・下水道使用料が減少する中、中長期的な視点に立って、下水道経営の徹底した効率化、健全化に
取り組む必要がある。

・下水道の整備や水洗化の促進、使用料の徴収など事業の推進には、市民の理解と協力が必要不可
欠である。そのため、下水道が果たす役割・効果を目に見える形でPRする必要がある。

１１

下水道事業の健全な経営を行う

　下水道施設の整備・改築更新などの建設投資を計画的かつ効果的に行い、事業
を実施します。また、効率的な事業運営と経費節減に努め、収支のバランスを図
り、健全で安定的な経営を行います。

① 下水道事業の安定経営
下水管理課
下水道お客様サービス
室

汚水処理施設の普及促進と維持管理を行う

　公共用水域の水質汚濁を防止するため、公共下水道事業および浄化槽設置事
業を計画的に進めます。また、衛生的で快適な生活環境を保全するため、汚水処
理施設の計画的な整備と適正な維持管理を行います。

１０
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所　属

実 施 計 画 （28年度作成）総　合　計　画

政　　策 施　　策 施策の方向性（仮）

参 考 基本目標１ みんなが快適に暮らすまち 

① ガス保安の確保
ガス・水道お客様課
ガス・水道整備課
ガス・水道施設課

② ガス施設の更新・耐震化
ガス・水道整備課
ガス･水道施設課

③ 危機管理体制の強化 経営管理課

④ ガス事業の安定経営
経営管理課
ガス・水道お客様課

① 水道施設と水質の適正な
管理

ガス・水道施設課

② 水道施設の更新・耐震化
ガス・水道整備課
ガス・水道施設課

③ 危機管理体制の強化 経営管理課

④ 水道事業の安定経営
経営管理課
ガス･水道お客様課

１４

簡易水道水を安全に安定供給する

　公営簡易水道においては、水質監視体制の強化や適正な維持管理を行うととも
に、民営簡易水道に対しては経済的、技術的な支援を行うことにより、安全な水道
水を安定的に供給します。

①
安全な簡易水道水の安定
供給

簡易水道課

１３

都市ガスを安全に安定供給する

　ガス施設の適正な維持管理に努め保安を確保するとともに、耐震化対策として計
画的に経年管の更新を推進し、都市ガスを安全・安定的に供給します。また、危機
管理体制を強化し災害時対応能力の向上を図ります。
　お客様サービスの向上に努め、都市ガスの利用を促進します。また、効率的な業
務運営と経費節減に努め、施設の耐震化などの費用負担に対応できるよう収支の
バランスを見極めながら、健全で安定的な経営を行います。

安全でおいしい水道水を安定供給する

　水道施設の適正な維持管理や水質管理の強化を図るとともに、耐震化対策とし
て計画的に経年化した管路や施設の更新を推進し、安全でおいしい水を安定的
に供給します。また、危機管理体制を強化し災害時対応能力の向上を図ります。
　効率的な業務運営と経費節減に努め、施設の耐震化などの費用負担に対応でき
るよう、収支のバランスを見極めながら、健全で安定的な経営を行います。

暮らしに快適な都市ガス、安全でおいしい水を安定供給するまちをつくる

　快適な市民生活を支える都市ガスと水道水をいつでも安定的に供給できるよう、都市ガ
スの保安向上、水道水の水質管理及び施設の適正な維持管理に努めるとともに、災害に
備え強じんなライフライン構築のため施設や管路の更新と耐震化を計画的に推進しま
す。
　また、ガス・水道への市民の理解・協力と利用の促進を図り、健全な経営を確保します。

４

・都市ガス用途別需要家数は、家庭用、商業用が減少し、工業用、公共・医療用は横ばい傾向にある
中、都市ガスを安定的に供給するため、健全な経営を図る必要がある。

・都市ガスの持つ快適性、利便性、環境性などを積極的にPRし、家庭用、業務用における幅広い利
用を促進する必要がある。

・水道の使用量は、節水機器の普及により減少しており、今後人口減少によりさらに減少が見込まれる
中、施設の長寿命化や計画的な更新、効率的な維持管理が求められている。

・都市ガスと水道水の安全かつ安定的な供給を維持するため、経年管の更新や耐震化対策が求めら
れている。

・持続可能なガス・水道事業のために技術の継承や災害時の対応力向上が課題となっている。

・公営・民営の簡易水道では、施設が点在しているため、継続的、効率的な維持管理が必要である。

［現状・課題］

　ガス事業は、需要家数、販売量の減少が続き、厳しい財政状況にある。ガスを安全で安定的に供給
し続けるため、保安の向上と経年管の更新等を計画的に進めると同時に、健全経営に取り組む必要
がある。また、国のガス小売全面自由化の動向を注視する必要がある。
　水道事業では、節水機器の普及や人口減少により、今後も水需要の減少が見込まれ、財政状況が
厳しさを増している。そのような中、老朽化した施設の大量更新期を迎えており、中長期的経営の視点
に立ち、計画的な施設更新と耐震化を進め、災害に強い水道を構築する必要がある。
　簡易水道事業は、地方公営企業法適用が義務化されることから、適切に準備業務を遂行するととも
に、施設のより効率的な維持管理と計画的な更新に努めていく必要がある。

１２
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所　属

① 市民と行政との協働の推進 男女参画・市民協働推進室

② ボランティア活動の支援 男女参画・市民協働推進室

③
市民組織の基盤強化支援
（ＮＰＯ活動の支援）

男女参画・市民協働推進室

① 地域コミュニティの活性化 行政管理室

② 地域の特色あるまちづくり まちづくり・国際課

① 多文化共生の地域づくり まちづくり・国際課

② 国際交流の推進 まちづくり・国際課

①
男女が共に尊重される社会
の形成

男女参画・市民協働推進室

②
個性と能力を活かした女性
の活躍推進

男女参画・市民協働推進室

③
ワーク・ライフ・バランスの推
進

男女参画・市民協働推進室

① 消費者被害の未然防止
まちづくり・国際課　消費
者センター

② かしこい消費者の育成
まちづくり・国際課　消費
者センター

１９

安全で安心な消費生活をおくることができるようにする

　複雑多様化する消費者問題に対し、関係各機関との連携を強化して消費者保護
に努めるとともに、子どもから高齢者まで、生涯にわたって消費生活に関する情報
や学習の場を提供しながら、自立したかしこい消費者の育成を図ります。

５

みんなで役割と責任を担い、誰もが尊重される住みよいまちをつくる

　みんなが互いの人権を尊重し、多様性を認め合うことにより、誰もが個性と能力を発揮でき、いき
いきと輝くまちをつくります。
　また、地域力を強化する基盤づくりを進めるとともに、ボランティアやＮＰＯ、事業者、行政など多
様な主体が連携し、それぞれの持てる力を発揮し責任を担う、協働のまちづくりを進めます。

１５

力を出し合い、みんなで担う協働のまちづくりをすすめる

　市民のボランティアや市民活動団体活動への理解と関心を高め、参加を促し支
援することにより、市民、市民活動団体と市が、持てる力を発揮しあい、協働するま
ちづくりを進めます。

［現状・課題］

　人口減少、少子・高齢化、核家族化の進行、個人のライフスタイルや価値観の多様化など、地域社
会を取り巻く状況が変化し、人々の自治会等への参加意識が薄れたり、地域活動の担い手不足など
により、地域の住民自治機能が低下している。一方、震災等の災害をきっかけとして、同じ地域に住む
人々が互いに助け合うという、もっとも身近な地域の相互扶助の重要性が日本全国において再認識さ
れ、その保持・活性化が重要となっている。
　また、市民ニーズが多様化・複雑化しており、税収が減少する中、行政だけではよりよい事業効果が
あげられなくなっており、多様な活動主体が持てる力を出し合い連携することが必要である。
　社会が多様化するとともに、そこに暮らす人々もさまざまな立場、国籍、考え、価値観のもとに生活し
ており、誰もが輝き、安全で住みよいまちを実現するためには、市民が互いの多様性を理解し、認め
合い、人権を尊重する意識が大切になっている。

１６

住民が主体となったまちづくりをすすめる

　自治会等の住民自治組織は、地域コミュニティにおける活動主体として大きな役
割を担っているため、その機能の保持、活性化を図ります。また、住宅街や農村
部、山間部や沿岸部など、地区によって多様な側面があり、市全体で統一的なまち
づくり活動を推進することが難しくなっているため、地区の特色を活かしながら、地
域住民が主体となるまちづくりを進めます。

１７

多文化共生の地域づくりと国際交流を推進する

　本市に暮らす日本人市民と外国人市民がお互いを理解し、相互に能力を活かせ
るような互助、共助の関係を築き、ともに安心して暮らせる多文化共生の地域づくり
に取り組むとともに、教育、文化等で国際交流を推進します。

・災害復旧への支援や社会的課題の解決に自らの時間と経験を活かす、ボランティア活動への関心
が高まっている。

・人口減少や少子高齢化の進行などに伴い、町内会や自治会の活動の担い手不足など、コミュニティ
機能の低下が見られる。

・外国人市民の定住化が進んでおり、外国人市民も地域の一員としての役割を担い、活躍できるため
の支援が求められている。

・多文化共生の意識を醸成するとともに、市民が主体となった国際交流、国際協力の活動を支援する
ことが必要である。

・家庭、地域、職場などにおける男女共同参画意識は未だ十分に浸透しておらず、また、女性の社会
進出が進んでいるものの、リーダー的役割を担う女性はまだ少ない。

・消費生活相談は、複雑多様化しており、手口も巧妙化している。関係機関との協力体制により、消費
者犯罪の未然防止並びに速やかな解決を図る必要がある。

１８

男女共同参画を推進し、女性が輝く社会の実現を目指す

　固定的な性別役割を解消し、男女が互いに持てる力を発揮し合い、支え合う男
女共同参画を推進するとともに、職場、家庭、地域の中で女性が輝く社会の実現を
目指します。

総　合　計　画 実 施 計 画 （28年度作成）

政　　策 施　　策 施策の方向性（仮）

参 考 基本目標２ みんなでつくる住みよいまち 
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所　属

総　合　計　画 実 施 計 画 （28年度作成）

政　　策 施　　策 施策の方向性（仮）

参 考 基本目標２ みんなでつくる住みよいまち 

① 自然保護活動の推進 環境課

② 公害防止の指導啓発 環境課

③ 都市緑化の推進 公園課

① 低炭素型社会への転換
環境課
自転車利用推進課

②
３Ｒ（ごみの発生抑制、再使
用、再生利用）の推進

環境課
清掃清美課

③
資源物及び廃棄物（ごみ）
の適切な処理

清掃清美課
収集資源センター
クリーンセンター

①

小中学生向けの（ESD※を
取り入れた）環境学習の推
進

環境課
学校教育課

②
市民向けの環境啓発の推
進

環境課
清掃清美課

・市域の周辺部などでは、高齢化や過疎により、人の手によって守られてきた里地里山などの身近な
自然環境の維持が難しくなってきている。

・平均気温の上昇やゲリラ豪雨の増加による都市型洪水など、地球温暖化の影響と思われる異常気
象の兆候が表れている。

・人工構造物の増加による緑など自然性の欠如による無機質な都市景観、居住環境、労働環境の快
適性の悪化が見られる。

・クリーンセンターは稼働して以来２０年以上が経過し、老朽化が進んでいる。また、焼却灰の最終処
分を県外依存しており、新たな焼却施設の建設と最終処分場の設置を一体的に検討する必要があ
る。

・本市は世帯あたりの年間電気購入量や自家用自動車の一世帯あたりの保有台数が全国的にも高位
であり、環境への負荷について、より関心を高める必要がある。

・市民のリサイクル意識は向上し、ごみ分別への取組は進んでいるが、ごみを元から減らすという発生
抑制や再使用の取組みが遅れている。

２２

市民一人ひとりが環境問題について関心と理解を持ち、環境に配慮して行動でき
る人づくりをすすめる

　持続可能なまちの構築に向け、一人ひとりが自主的かつ積極的に環境への負荷
を少なくするライフスタイルや身近な自然環境を保全するなどの取組みを広げてい
くことが必要です。市民、市民組織、事業者、行政が連携・協働し、学校や家庭、
地域、職場など様々な場において環境教育・啓発を進めます。

６

環境にやさしい持続可能なまちをつくる

　市民、市民組織、事業者、行政が連携・協働し、福井の優れた自然環境やみどり豊かな
都市環境を守り育てるとともに、温室効果ガス排出量を減らす低炭素型社会、ごみを減ら
し資源を大切にする循環型社会を築くなど、地球環境問題に対応した持続可能なまちづ
くりを進めます。

２０

自然やみどり豊かな都市環境を守り育て、将来に伝える

　市民、市民組織、事業者、行政が連携 ・協働し、山や川、緑や水辺、 そこに生息
する様々な生き物などの身近な自然を守 り育て、都市部における街路樹など、新
たな緑を創造するなど、自然やみどり豊かな都市環境を将来に伝えるための取組
みを進めます。

［現状・課題］

　地球温暖化防止は、世界的枠組みで取組みを進めていくことが求められ、また、国は廃棄物を新た
な国内資源と捉え、天然資源の消費を抑制することを目指すとしている。県においても「地球温暖化対
策推進」、「里山里海湖の研究・活用」、「ものを大切にする社会づくり」「環境教育の推進」などを重要
な施策として進めている。
　本市においても、里地里山の再生や、都市部における緑化の推進が求められる。また、福井市は一
世帯あたりの電気使用量や自動車の保有台数は全国でも上位にあり、温暖化防止のため、再エネ、
省エネ機器の普及や自動車にたより過ぎないまちづくりの推進が重要である。
　市民一人あたりのごみの排出量は、近年増加は見られないものの、横ばい状態にあり、更なる３R（ご
みの発生抑制（リデュース）、再使用（リユース）、再生利用（リサイクル））の推進が求められる。一方、
一般廃棄物の処理は、市町村の責務であることから、焼却施設の建替えや埋立て施設である最終処
分場の市域内での新設を検討している。
　環境に関する様々な取組みを進めていくためには、市民、市民組織、事業者、行政の連携・協働が
必要であり、そのための人づくりや仕組みづくりが重要となることから、様々な場において環境教育・啓
発を進める必要がある。

２１

地球規模の環境問題に対応するため、温室効果ガスの排出やごみを減らし、資源
を大切にする社会づくりをすすめる

　市民、市民組織、事業者、行政が連携 ・協働し、再エネ、省エネ省資源機器の
普及、徒歩や自転車の利用など自動車にたより過ぎないまちづくりを推進するなど
して低炭素型社会の実現を目指すと ともに、これまでの廃棄物の再生利用（リサイ
クル）を中心とした取り組みから、遅れている「２R（発生抑制（リデュース）と再使用
（リユース））」を市民や事業者の協力により進めるなど、循環型社会の形成を目指
します。

※ＥＳＤ（Education for Sustainable 

Developmentの略）…持続可能な社会を創造

していくことを目指す学習や活動。 
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所　属

総　合　計　画 実 施 計 画 （28年度作成）

政　　策 施　　策 施策の方向性（仮）

参 考 基本目標２ みんなでつくる住みよいまち 

①
結婚や子を持つことへの意
欲の向上

男女参画・市民協働推進室

②
仕事と子育てが両立できる
職場環境づくりと啓発

男女参画・市民協働推
進室
労政課

③ 子育て支援の充実
子ども福祉課
子育て支援室

④ 児童の健全育成
子ども福祉課
子育て支援室
学校教育課

⑤ 教育・保育の環境整備 子育て支援室

①
国民健康保険の適正な運
営

保険年金課

② 疾病の予防と早期発見
保健センター
保険年金課

③
子どもの健やかな成長の支
援

保健センター

２５

生活困窮者の自立を支援する

　生活困窮者に対して、早期に支援策を講じるとともに、必要に応じて適正な保護
を行うことで、社会的・経済的自立を支援し、貧困の連鎖を解消します。

①
社会的・経済的自立の支
援

地域福祉課

２６

障がいのある人が地域で安心して生活できるよう支援する

　障害福祉サービスの充実などによる生活支援体制の整備、自立に向けた就労や
社会参加の促進、障がいに対する理解の推進などにより、障がいのある人が地域
の中で安心して生活できるようにします。

①
障がいのある人の地域での
生活の支援

障がい福祉課

① 地域包括ケアの推進
地域包括ケア推進課
介護保険課
保健センター

② 高齢者の社会参加の促進 地域包括ケア推進課

・本市の未婚率は年々上昇しており、出会いの場の創出、経済的な負担の軽減、結婚に対するプラス
イメージの醸成など、若者が結婚や子育てに夢が持て、希望がかなう環境を整えることが必要である。

・共働き家庭の増加により、仕事と家庭の両立が困難となっていることやひとり親世帯に対する経済的
支援の充実が求められている中、多様な子育て支援により安心して子どもを産み育てられる環境づく
りが重要になっている。

・市民の健康を守るために、生活習慣病の発症及び重症化の防止や、がんの早期発見に取り組むこ
とが重要である。

・不安定な雇用情勢等により、働く能力のある人の生活保護受給者が年々増加傾向にあり、社会問題
となっていることから適切な支援が求められている。

・障がいのある人が住み慣れた地域で生活を送れるよう、障がいのある人の状況に応じた日常生活や
社会生活の支援が求められている。

・高齢者の多くは医療や介護が必要になっても住み慣れた地域で自分らしい生活の継続を希望して
おり、医療、介護、予防、生活支援などの総合的な支援体制が必要になる。

２７

高齢者がいきいきと安心して暮らせる環境をつくる

  高齢者に対して、医療、介護、介護予防、生活支援などの様々な支援が切れ目
なく提供される地域包括ケア※を推進するとともに、社会参加を促進し、安心して
充実した生活を送れるよう支援します。

７

すべての市民が健康で生きがいをもち安心して暮らせるまちをつくる

　少子化、高齢化が進展する中、すべての市民が生涯にわたり心身ともに健康で生きがいを持
ち、自立した生活を送りながら社会参画できることが大切です。
　すべての市民の参画のもとに、高齢者、障がい者、子育て世代を地域で支えあい、一人ひとり
が生涯を通じて将来に希望を持ち安心して暮らせるまちづくりを進めます。
　また、教育・保育の質を向上させ、子どもの健やかな成長を支援します。

２３

子どもが健やかに生まれ育つ環境をつくる

　結婚、妊娠、出産、子育てへの切れ目ない支援を行い、地域と連携しながら安心
して子どもを産み育てることのできる環境を整備するとともに、仕事と子育てを両立
できる職場環境づくりを推進するため、意識啓発を進めます。
　また、教育・保育の質を向上させ、子どもの健やかな成長を支援します。

［現状・課題］

　急激な高齢化と現役世代の人口減少が進む中、持続可能な社会保障制度の維持は大きな課題と
なっている。国は、消費税率の引き上げによって、社会保障の安定財源を確保することとし、あわせ
て、高齢者世代を主たる給付対象とするこれまでの社会保障から、切れ目なく全世代を対象とする社
会保障への転換、能力に応じた負担、医療・介護サービスの提供体制を地域ごとに再構築するとした
制度改革を示した。
　本市においても制度改正や市の状況を踏まえながら、社会保障の充実と重点化・効率化に取り組む
必要がある。
　子ども・子育て支援の量的拡充と質の改善、市民が安心して医療を受けられる国民健康保険制度の
維持、健康寿命の延伸、保護が必要な世帯への社会的・経済的自立を促す支援、障がいのある人も
高齢者も、支援を必要とする人が地域の支え合いの中で安心して暮らせるまちづくりなど、子どもから
大人、高齢者まで切れ目のない医療・福祉の提供が求められている。

２４

生涯にわたる健康づくりを支援する

　市民が安心して健康に暮らせるよう、疾病の早期発見及び重症化予防、生活習
慣改善への支援、地域の保健意識の向上、医療保険制度の適正な運営を行い、
生涯にわたる健康づくりを支援します。

※地域包括ケア…おおむね30分以内に必要なサービスが提供される範

囲を単位として、高齢者が可能な限り住み慣れた地域で自分らしい暮らし

を人生の最期まで続けることができることを目的として構築するもの。 
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所　属

総　合　計　画 実 施 計 画 （28年度作成）

政　　策 施　　策 施策の方向性（仮）

参 考 基本目標２ みんなでつくる住みよいまち 

① 災害時の被害軽減（減災）
危機管理室
河川課

② 災害時の支援体制の充実
危機管理室
公園課

③ 防災意識の啓発 危機管理室防災センター

④ 自主防災組織の支援 危機管理室防災センター

① 消防体制の整備
消防総務課
救急救助課
管制課

② 防火安全対策の推進 予防課

③ 救急体制の充実強化 救急救助課

３０

地域における防犯力を向上する

　市民の防犯意識の高揚には、市民、団体、行政が一丸となり取り組む必要があり
ます。自主防犯組織を中心に市民、行政が連携を図り、防犯力向上を通じて、犯
罪のない安全で安心な地域づくりを実現します。

① 防犯活動の支援 危機管理室

① 交通安全の指導・啓発
まちづくり・国際課
自転車利用推進課

② 高齢者の交通事故防止 まちづくり・国際課

８

災害・事故に強い安全・安心なまちをつくる

　災害・事故から市民の生命と財産を守るため、地域の防災力を高めるとともに、消防体制等を整
備し、地震や津波、火災、風水害、原子力事故等への対応を強化します。さらに、市民の交通安
全・防災意識の高揚や啓発を行い、関係機関や市民との連携・協働により、地域の防災力や防犯
力の強化と、事故の防止に努めます。

２８

地域の防災力を高める

　地震や津波、豪雨、洪水、原子力事故等の災害に対して市民、市民組織、事業
者、行政が連携し、市民の生命・身体・財産を守り、これらの災害に迅速に対応し、
支援体制も充実しながら、防災対策を進めます。
　また事前に被害想定範囲などの情報を周知することにより被害の軽減に努めま
す。
市民一人ひとりに対して防災意識を啓発するとともに、自主防災組織を育成・支援
し、地域における防災力の向上、減災に向けた取組みを進めます。

［現状・課題］

　未曾有の被害をもたらした東日本大震災の教訓を踏まえ、国は災害対策基本法を改正し、大規模
災害における被害発生をあらかじめ想定した上で、できるだけ被害の最小化を図る「減災」の考え方を
盛り込んだ。
　本市においても、迅速な危機対応を図るため、国の防災基本計画や県の地域防災計画の見直しを
反映し、福井市地域防災計画をはじめとする各種計画の見直しを行うとともに、公共施設の耐震化を
はじめ、防災施設や備蓄の整備、地域の防災活動の支援等に計画的に取り組んできた。今後はさら
に、自助・共助の考えを基に、地域住民に対する防災意識の啓発や各種防災対策の強化が重要とな
る。
　また、近年大規模化、多様化する災害から、市民の生命・財産を守るため、消防体制の整備と防火
安全対策を推進するとともに、超高齢社会に対応するための救急体制の充実強化を図る必要がある。
　一方、生活に身近な交通安全については、市内の人身事故件数は連続して減少しているが、交通
事故死者数に占める高齢者の割合は高い状況であり、今後も関係機関が連携・協働して交通安全意
識を醸成することが重要である。

２９

火災等から人命と財産を守る

　火災等から尊い人命と財産を守るため、消防施設等の整備を着実に進めるととも
に、住宅防火対策の推進や建築物に応じた防火指導を行います。
　また、助かる命を助けるため、救命処置に必要な専門的知識や技術を習得し、救
命率の向上に努めます。

・ゲリラ豪雨のような突発的な事象に対し、速やかな情報伝達、避難方法の検討が必要である。

・災害時の避難行動に支援が必要な要配慮者について地域での避難支援体制を整えるなど自助、共
助の意識の啓発と自主防災組織の継続的な活性化への支援強化が必要である。

・原子力災害対策について、国、県などと協議しながら、さらなる強化、充実に努めることが必要であ
る。

・火災及び大規模、多様化する災害から、人命と財産を守るため、消防施設等の整備及び防火安全
対策の推進を図る必要がある。

・超高齢社会に伴う救急需要の増加に対応するため、救急体制の充実強化が必要である。

・交通事故死者数に占める高齢者の割合が高いことから、高齢者の関わる交通事故を重点的に減少
させるための啓発活動の強化に努める必要がある。 ３１

交通安全対策を推進する

　交通事故の少ない安全で安心なまちをつくるため、交通安全推進団体や事業者
等と連携して指導や啓発等を行うことで、高齢者が関わる交通事故を減らすととも
に、市民の交通安全意識と交通マナーの更なる向上を図ります。
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所　属

９

活力と魅力溢れる産業が、持続的に発展するまちをつくる

　商店街や中小企業に対する支援を行い商工業の活性化に努めるとともに、創業の促進や企業
立地の推進により地域産業の一層の振興を図ります。また、Ｕ・Ⅰ・Ｊターン就職の促進をはじめ、
あらゆる市民の雇用機会の創出を図るとともに、仕事と家庭を両立できる就労環境づくりを推進し
ます。

① 産業の振興 商工振興課

② 創業の促進 商工振興課

③ 企業立地の推進 商工振興課

① Ｕ・Ｉ・Ｊターン就職の促進 労政課

② 就業機会の創出 労政課

③ 就労環境の充実 労政課

３２

地域の商工業を振興する

　中小企業等へのきめ細やかな支援や、地域産業への波及効果が期待できる企
業の立地に取り組むとともに、女性や若者による創業の促進を図ります。

［現状・課題］

　国内企業の98.8％を占める中小企業は、経済の基盤を支え、国の成長や発展の原動力となる存在
であり、国が様々な施策で支援している。
　本市においても、中小企業の占める割合は99.4％であり、地域の発展を担う重要な存在である。この
ため、市内商工業の活性化を目的に、既存の中小企業者や新規創業者等への支援、企業立地の推
進が必要である。また、人口の減少や首都圏への過度の集中は、地方の労働力不足を招き、地方経
済への影響が懸念される。このため、若年層の県外流出を抑え、女性や高齢者等の労働力を活用す
ることが必要となり、働きやすい環境づくりが求められている。

・地域資源（農林水産物、文化、歴史等）を活用した農商工連携の強化が求められている。

・好景気の実感を感じられない中小事業者に対して、資金面、相談体制等、きめ細やかな支援が必要
である。

・少子高齢化に伴う中小事業者等の廃業により、地域の活力が失われることが懸念されており、新たな
担い手として創業の促進が必要である。

・本市産業の中核である製造業の活性化を図るため、既存事業者の技術力や生産性向上等の促進、
並びに企業立地の推進が必要である。

・県外大学卒業者のＵターン就職率は２５パーセント前後であり、現状の低いＵターン率を高める必要
がある。

・若年者の収入の安定を図るために、正規雇用を推進し、さらに、育児や介護等の理由で離職するこ
となく働き続けられる就労環境づくりが必要である。

・地元企業の魅力を広く発信し、地元での就職につなげるため、情報発信の強化を図る必要がある。

３３

福井で働くことを応援する

　地元企業の情報発信や各種助成金の充実など、働くための支援を実施するとと
もに、Ｕ・Ｉ・Ｊターン就職の促進に取り組みます。また、介護や子育てなどをしている
人が安心して働けるよう、企業が行う就労環境の改善を支援します。

総　合　計　画 実 施 計 画 （28年度作成）

政　　策 施　　策 施策の方向性（仮）

参 考 基本目標３ みんなが生き生きと働くまち 
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所　属

総　合　計　画 実 施 計 画 （28年度作成）

政　　策 施　　策 施策の方向性（仮）

参 考 基本目標３ みんなが生き生きと働くまち 

①
観光資源の発掘・育成・活
用

おもてなし観光推進室
自転車利用推進課

② 観光施設の整備・管理 おもてなし観光推進室

①
観光情報の発信とイメージ
アップ

おもてなし観光推進室

② プロモーション活動の推進 おもてなし観光推進室

③ 広域観光の推進 おもてなし観光推進室

① おもてなしの心の充実 おもてなし観光推進室

② 観光団体の育成 おもてなし観光推進室

１０

魅力ある観光資源を磨き上げ、笑顔あふれる観光のまちをつくる

　魅力ある観光資源を磨き上げ、市民一人ひとりが福井に誇りと愛着を持ち、その優れた魅力を
広く発信するとともに、あたたかで親切なおもてなしができる笑顔あふれる観光まちづくりを推進し
ます。
　また、周辺地域との連携を更に強化し、インバウンド（訪日外国人旅行）への対応を含めた、広
域観光の推進や多様な地域・文化資源を活用した体験型、交流型観光などにより、観光客の増
加に取り組みます。

３４

観光資源を磨き上げる

　本市にはすばらしい自然をはじめ、蓄積された歴史，多くの偉人，豊かな食など
さまざまな観光資源があります。その中で、自然と歴史を体感できる一乗谷，食と歴
史が体感できるまちなか，自然と食が体験できる越前海岸の３つの拠点を中心に
観光誘客を進めます。
　さらに、魅力的な観光資源の掘り起こしや磨き上げ、施設面の充実とソフト面の強
化を通じて魅力向上に努めます。

・観光施設の老朽化が顕在化していく中、修繕や改修については、ライフサイクルを念頭に計画的な長寿
命化を図る必要がある。

・交流人口の拡大や地域経済の活性化にとって、コンベンションやMICE※の開催はその効果が大きいこと
から、受け入れ態勢の整備とともに、積極的な誘致活動を行う必要がある。

・広域観光ルートの充実やインバウンドへの対応を推進するため、周辺地域との連携を更に進めるととも
に、外国人旅行者の急増に対しては、多様な手段を用いた情報発信やICTの活用を進めるなどの観光地
や交通機関、宿泊施設等における受入環境の整備や安全・安心の確保が求められている。

・市民一人ひとりが地域の魅力を認識し、誇りや愛着を深めるとともに、観光客には「また来たい」と思っても
らえるような福井らしい「つるつるいっぱいのおもてなし」が重要である。

３６

おもてなしの充実をはかる

　本市を訪れる多くの観光客が「再び訪れたい」と思うような観光のまちづくりを進め
るため、おもてなしの心の充実や市民と行政が一体となって観光客を温かく親切に
迎える「観光おもてなし市民運動」を進めます。また、これらを推進していくための
実施体制の強化を図ります。

［現状・課題］

　国では、観光立国の実現を目指し、平成18年に「観光立国推進基本法」を制定し、翌19年には「観光庁」
を設置した。また、2020年の東京オリンピック・パラリンピックの開催決定を受け、インバウンド政策の推進体
制を強化するなど誘客に関する各種政策を推進している。
　県においては、舞鶴若狭自動車道の全線開通や北陸新幹線金沢開業など、新たな高速交通ネットワー
クの整備による交流人口の拡大や、平成30年の福井国体を見据え、平成27年3月に「福井県観光新戦略」
を策定した。
　本市では、観光拠点である「一乗谷」「まちなか」「越前海岸」の自然、歴史、食など地域の特色ある観光
資源を磨き上げ、本市を国内外に誇れるオンリーワンの観光地に育て、観光誘客につなげていかなければ
ならない。
　そのためにも市民一人ひとりが郷土に誇りと愛着を持ち、福井の魅力を広く発信するとともに、「おもてな
し」運動の推進を通して、笑顔あふれる観光のまちづくりを目指し、市民総ぐるみで取り組む必要がある。
　また、周辺地域との連携を強化し、インバウンド（訪日外国人旅行）への対応を含めた、広域観光の推進
にこれまで以上に積極的に取り組むことが重要である。
　
・本市の観光客入込数は、平成２３年、大河ドラマや携帯電話会社のCM効果により、３１９万人に達したが、
ここ数年は減少傾向にある。

・観光客のニーズが多様化する中、物見遊山的な観光から、自然や景観、歴史、伝統、文化、産業等の地
域資源を活用した体験型、交流型観光への取組みが求められている。

・国の三重指定を受けた一乗谷朝倉氏遺跡は、国内外に誇れる遺跡であり、現地を訪れる者に対して、そ
の価値や魅力を十分に伝えるソフト・ハード面の取組みが必要である。

３５

シティプロモーションを推進する

　市民がまず福井の魅力を知ることで誇りや愛着を深め、福井を知らない方には、
出向宣伝や様々な情報発信ツールを利用したり、福井市宣伝隊長朝倉ゆめまるの
活動を介して情報発信を行うことで知名度やイメージ向上に努めます。また、将来
のリピーターに繋がる教育旅行※の積極的な受け入れにより、地域の活性化を図り
ます。さらに、周辺自治体との連携を強め、より魅力のある広域観光の実現に取り
組みます。

※ＭＩＣＥ…企業等の会議（Meeting）、企業等の行う報奨・研修旅行（インセンティブ旅行）（Incentive Travel）、

国際機関・団体、学会等が行う国際会議（Convention）、展示会・見本市、イベント（Exhibition/Event）の頭文

字のことであり、多くの集客交流が見込まれる国際的なビジネスイベントなどの総称。 

※教育旅行…学校が学校行事として行う修学旅行若しくはその前段階となる

体験学習旅行又はその下見旅行。 
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所　属

総　合　計　画 実 施 計 画 （28年度作成）

政　　策 施　　策 施策の方向性（仮）

参 考 基本目標３ みんなが生き生きと働くまち 

① 稲作の強化 農政企画室

② 園芸の推進
農政企画室
園芸センター

① 森林の保全・整備の促進 林業水産課

② 水産物の安定的な供給 林業水産課

①
農山漁村の生活・生産基
盤の整備・保全

農村整備課

② 農地の多面的機能の保全 農村整備課

③
自然とふれあえる環境の整
備・保全

林業水産課

④ 鳥獣害対策の推進 有害鳥獣対策室

① ６次産業化の推進 農政企画室

② 多様な販路の開拓 農政企画室

③
地産地消による食育の推
進

農政企画室

④ 生鮮食料品の安定供給 中央卸売市場

［現状・課題］

　近年の米、木材、魚等の価格低迷は、農林漁業者の経営に大きな影響を与えている。このため、消
費者目線での農産物づくりや6次産業化などによる農林水産業所得の向上が課題となっている。
　また、農山漁村の過疎化や農林漁業従事者の高齢化、中山間地域での鳥獣被害の増加により耕作
放棄地が増加しており、農山村の多面的機能を維持していく必要がある。

３８

つくり育てる林業水産業を振興する

　多面的な公益機能を発揮する森林の保全・整備を促進するため、林業経営の基
盤整備や、市産材の活用を推進します。また、地元水産物の安定的な供給を図る
ため、その基盤となる漁港機能の保全・ 強化や資源管理とつくり育てる漁業による
水産資源の有効活用を推進します。

３９

農山漁村の生活環境を守る

　農地の多面的機能の保全、農業生産基盤施設の整備・保全、集落排水事業によ
る水質の確保及び地籍調査により、農山漁村の生活・生産環境を保持します。ま
た、農林水産業への理解や関心を深めるため市民に自然とふれあう場を提供しま
す。さらに、農作物への鳥獣被害を軽減するため有害鳥獣の防除・駆除に努めま
す。

・近年の米価低迷は、稲作中心の本市農業者の経営に大きな影響を与えていることから、農業所得向
上のため、園芸導入による複合経営への転換に取り組む必要がある。

・主食用米の産地間競争に勝ち残るため、消費者ニーズに即したおいしい米づくりに併せて生産コス
トの縮減に取り組む必要がある。

・国産木材の価格低迷、需要量の減少などによる経営意欲の減退により、手入れのされない森林が増
えているため、森林の保全・整備を促進する支援が求められている。また、魚介類の価格低迷や漁獲
量の減少により、生産意欲が減退しているため、水産物の安定的な供給体制の取組みが求められて
いる。

・農業用施設や集落排水施設の老朽化により、施設の適切な管理が年々困難な状況となっているた
め、農業生産基盤の整備・保全、及び集落排水施設の長寿命化のための取組みが求めれれている。

・中山間地域における耕作放棄地の拡大が懸念される中、農地の持つ多面的機能の維持を図るた
め、農業施設や鳥獣害対策などの地域全体で農地を守る活動に取り組む必要がある。

・農業所得の向上や市内産農産物の需要拡大を図るため、販路開拓による新たな農産物づくりや消
費者が求める農産加工品づくりに取り組む必要がある。

・食への関心や理解を深め食育を推進するため、市内産農産物の使用拡大に取り組む必要がある。

・食の安全・安心に対する消費者意識が高まっており、新鮮で安全な生鮮食料品の提供と安定供給
が求められている。

４０

市内産農林水産物の需要を拡大する

　市内産農林水産物の需要を増やすため、６次産業化の推進や新たな農産物販
路づくり、さらに学校給食での市内産農産物の使用拡大に取り組みます。また、消
費者の食の安全・安心に対する意識が高まっていることから、新鮮で安全な生鮮食
料品の提供と安定供給を図ります。

１１

若者が希望を持てる農林水産業のまちをつくる

　意欲ある多様な農林漁業者による農林漁業経営を推進するため、人材育成や６次産業化、基
盤整備を支援し、農山漁村の快適な生活環境を築きます。また、食の安全で安定的な供給と食
育の推進を行い、豊かな農林水産業を将来につなげるよう努めます。

３７

稲作と園芸を併せた農業を振興する

　農業を活性化させるため、園芸の導入による農業経営の複合化を推進するととも
に、おいしい福井米づくりや水田フル活用の取り組みを継続します。
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所　属

４１

学びの場としての学校環境を整備する

　老朽化が進む学校施設の長寿命化を進め、多様化している教育ニーズに対応で
きる施設へ計画的に整備するとともに、適切な維持管理に努めます。また、児童生
徒の安全確保のために、通学路の環境整備に努めます。

①
学校環境の整備・維持管
理

教育総務課
保健給食課

① 学校と家庭・地域との連携 学校教育課

②
自立心や豊かな感性の育
成

学校教育課

③ 問題行動への対応
学校教育課
青少年課

　

① 安全教育の推進 保健給食課

② 学校保健の充実 保健給食課

③ 学校体育の充実 保健給食課

④
学校給食の充実と食育の
推進

保健給食課

①
家庭や地域で進める健全
育成

青少年課

② 体験活動の推進 青少年課

［現状・課題］

　少子高齢化、グローバル化など、子どもたちを取り巻く環境が急激に変化しているなか、未来を担う
子どもたちの、確かな学力、豊かな心、健やかな体を育て、学校、家庭、地域が連携して、学校教育の
充実と青少年の健全育成を図ることが必要である。また、全国的に自然災害や登下校中の事故が多
発していることから、児童生徒の安全確保が重要である。加えて、学習環境のより一層の向上を図るた
め、学校施設などの計画的な老朽化対策が求められている。

４２

子どもの生きる力を伸ばす学校教育を充実する

　子どもたちが生き生きと学校生活を送るための支援とともに、社会の急激な変化
に対応できる子どもに育てるため、家庭や地域と連携し、充実した学校教育を行い
ます。また、不登校やいじめ問題の解消を目指すとともに、子どもの自立心や豊か
な感性を育みます。

・老朽化が進む学校施設が増加していることから、児童生徒の安全・安心を確保するとともに、多様化
している教育ニーズに対応した教育環境を提供するため、学校施設の改築並びに大規模改造による
長寿命化や複合化などを計画的に進めることが必要である。

・学校生活環境の向上を図るため、トイレや校庭の改修、プールの改築、施設のバリアフリー化が求め
られている。

・グローバル化に対応できる子どもの育成を図るため、コミュニケーション能力の向上や国際理解、ふ
るさと教育などの教育環境づくりが必要である。

・発達障害など気がかりな児童生徒や問題行動への対応について、教師や児童生徒、保護者に対す
る支援体制が求められている。

・児童生徒の安全確保のための環境整備を行うこと、並びに心身の健康を保持増進するための、保健
教育や食育、学校体育の充実が求められている。

・安定した学校給食を維持するために、安全・衛生面に配慮した効率的な運営と、老朽化した施設の
整備が必要である。

・子どもの基本的な生活習慣やマナーなど規範意識を高めるため、地域ぐるみで健全育成に取り組む
必要がある。

４３

子どもの健康増進をはかる

　子どもたちが自らの身を守るための安全教育を推進するとともに、健康な生活を
送っていくために学校保健と学校体育を充実します。また、学校給食の施設と運営
体制を整備し、安全・安心な学校給食の充実に努めます。

４４

子どもの健全な育成をはかる

　家庭や地域、関係機関・団体が連携し、子どもと大人がお互いの顔が見える関係
を築きながら、青少年の安全確保と健全育成を進めます。また、インターネットに関
わる問題の解消に努めるとともに、自然環境の中で行う体験活動などを通して社会
性や自立性、豊かな感性を育みます。

１２

健やかで自立心をもった感性豊かな子どもを育むまちをつくる

　安全で充実した学習活動が行えるように学校施設を整備します。また、家庭や地域と連携して、
質の高い学校教育を行うとともに心身ともに健康な子どもを育てる環境を整備します。

総　合　計　画 実 施 計 画 （28年度作成）

政　　策 施　　策 施策の方向性（仮）

参 考 基本目標４ みんなが学び成長するまち 
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所　属

総　合　計　画 実 施 計 画 （28年度作成）

政　　策 施　　策 施策の方向性（仮）

参 考 基本目標４ みんなが学び成長するまち 

１３

市民が自主的に生涯学習や生涯スポーツを楽しむまちをつくる

　地域における生涯学習や生涯スポーツ施設の充実を図ります。また、関係機関と連携して子ど
もから高齢者まですべての市民が学習やスポーツに取り組み、生きがいを持って暮らすことので
きる環境を整備します。

① 生涯学習の推進 生涯学習室

［現状・課題］

　社会構造や生活環境が急激に変化しているなか、市民の生きがいづくりや自己実現への要求はま
すます高まっており、市民の学習ニーズや地域課題を的確にとらえた学習機会の提供が求められて
いる。また、市民一人ひとりが、個人のライフステージに応じてスポーツに親しみ、楽しむことができる
環境が求められている。

② 郷土学習の充実
生涯学習室
学校教育課

③ 図書館の活用推進 図書館

① 生涯スポーツの推進 スポーツ課

②
福井国体・全国障害者ス
ポーツ大会の推進

国体・障害者スポーツ
大会推進室

４５

市民の生涯学習を支援する

　子どもから高齢者まで生涯を通じて自主的に学習に取り組めるよう、社会教育の
拠点である公民館や、市民の身近な情報拠点である図書館を充実します。また、
家庭教育や青少年教育など多様な学習機会を提供し、学習の成果が地域に還元
されるようにします。さらに郷土学習や世代間交流に取り組み、福井の魅力を発信
する住民主体の地域づくりを支援します。

・公民館や社会教育団体と連携を図りながら、市民の自主的な学習活動を支援する取組みが求めら
れている。

・老朽化した公民館や図書館について、施設の安全性やバリアフリーを総合的に勘案し、計画的な整
備を進めることが必要となっている。

・住み続けたい住んでみたい福井市づくりのために、児童生徒をはじめ市民一人ひとりが郷土に誇りと
愛着を持ち、福井の魅力を広く伝えていく必要がある。

・多様化する市民ニーズに応え、地域や学校と連携する図書館サービスが求められている。

・市民一人ひとりが、個人のライフステージに応じてスポーツに親しみ、楽しむことができる環境が求め
られている。

・安全・安心で気軽にスポーツを楽しむことのできる体育施設の整備を、計画的に進めることが必要で
ある。

・第７３回国民体育大会及び第１８回全国障害者スポーツ大会を成功に導くため、積極的な市民運動
を展開し機運醸成を図る必要がある。

４６

市民の生涯スポーツを支援する

　体育団体の活性化やスポーツ教室の開催によりスポーツに触れる機会を増やす
とともに、安全で利用しやすい体育施設の整備を進め、第７３回国民体育大会及び
第１８回全国障害者スポーツ大会を契機に、市民一人ひとりが、「いつでも」、「どこ
でも」、「だれでも」楽しみながら運動・スポーツに参加し、健康で活力ある生活を送
ることができる環境をつくります。
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所　属

総　合　計　画 実 施 計 画 （28年度作成）

政　　策 施　　策 施策の方向性（仮）

参 考 基本目標４ みんなが学び成長するまち 

１４

歴史や文化を活かした個性的で魅力あるまちをつくる

　郷土の文化財を大切に保存し、豊かな歴史や文化、自然を将来に残すとともに福井の誇りとし
て発信します。また、市民の文化芸術活動を支援するとともに優れた文化芸術に触れる機会を創
出し、新しい文化活動の振興に努めます。

① 文化財の保護と活用 文化課

［現状・課題］

　価値観やライフスタイルの多様化が進むなか、市民が優れた文化芸術を鑑賞したり、自ら文化活動
を行うなど、心の豊かさやゆとりのある暮らしが求められている。また、郷土の豊かな文化遺産の適切
な保存・継承とともに、その積極的な活用が期待されている。

② 歴史・文化の継承 郷土歴史博物館

① 文化芸術活動の推進
文化課
美術館

②
文化芸術活動の担い手の
育成

文化課
美術館

③ 自然科学教育の推進 自然史博物館

４７

歴史や文化遺産を継承し発信する

　先人たちが守り育ててきた郷土の文化財や、歴史・文化に関する資料を活用し、
次世代へ継承していくとともに、福井の個性や魅力として発信します。

・福井の誇りとなる歴史や文化、自然への理解を深め、その保存や継承に努めるとともに、歴史・文化
のおもてなしとして発信することが必要である。

・散逸や消失が危惧される郷土資料の収集・保存、調査・研究が必要であり、また、老朽化している施
設について、資料を確実に保存するため、計画的な維持管理を進めることが必要である。

・市民が歴史や文化、自然に触れ活動に参加できるよう、魅力ある企画展の開催や教育普及活動の
充実を図るほか、市民の文化芸術活動を支援することが求められている。

・伝統文化の継承者など、文化芸術活動を支える担い手を育成することが必要である。

４８

市民の誇りとなる文化を振興する

　誰もが気軽に文化芸術に触れ、創作活動に参加できるよう、市民や各種団体の
文化芸術活動を支援します。また、施設の整備や人材育成など環境の充実を図る
とともに、気軽に芸術に親しめる魅力ある企画展を開催し、市民が誇りを持てる文
化を振興します。
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所　属

① 効率的な組織体制の構築 職員課

② メリハリのある人事配置と適正な定員管理の推進 職員課

③ 職員のさらなる資質向上に向けた人材育成 職員課

④ 市政情報の発信と市民参画機会の充実 広報広聴課

⑤ 窓口サービスの利便性の向上
市民課
広報広聴課

① 電子自治体の推進 情報課

② 統計・調査の充実・効率化 情報課

③ 適正な文書事務の推進と例規の整備
行政管理室
情報公開・法令審査課

④ 適正な情報管理と情報公開 情報公開・法令審査課

⑤ 行政改革の推進 総合政策室

⑥ 計画的で効率的な事務事業の推進 総合政策室

⑦ 公平・公正な入札の執行 契約課

⑧ 適正で合理的な公共事業の推進
工事検査課
技術管理課

① 健全な財政の運営 財政課

② 公共施設等の総合的・計画的な管理
財政課
施設活用推進室

③ 市税収入の確保 税務事務所

④ 適正な会計管理 出納課

⑤ 効率的な競輪事業の運営 公営競技事務所

① 危機管理体制の充実 危機管理室

② 業務継続計画の運用 全所属

危機管理体制の充実

　危機事象に迅速かつ的確に対応できる体制を充実します。また危
機事象発生時において、市民生活への影響を最小限にとどめるた
め、業務継続計画に基づき市民生活に必要なサービスを滞りなく提
供します。

総合計画を推進するために

　計画を確実に推進していくために、職員のさらなる資質向上を目指
し、多様なまちづくりの担い手と協力しながら、市民ニーズを的確に捉
え、社会経済情勢の変化に対応できる効率的で効果的な行政サービ
スの提供に努めます。
　また、本市の特色を活かした自立的で持続的な社会形成が求めら
れる中、将来を見据えた健全な財政運営、市域を越えた広域的な連
携などを通して、創意と工夫にあふれた計画的なまちづくりを進めま
す。

計画の推進

効率的で効果的な行政経営の推進

　市民が必要とする行政サービスを提供していくため、社会状況の変
化を的確に捉え、常に事業を点検・改善しながら効率的で効果的な
行政経営を推進します。
　また、公正で開かれた市政を目指し、適正かつ公平・公正な事務
の遂行と、電子自治体をさらに推進し、行政サービスの効率化や市
民の利便性向上に取り組みます。

持続可能で健全な財政の運営

　市税の適正かつ公平な課税・徴収を行うとともに、収納率の向上の
ための環境整備と啓発に努め、安定した財源の確保を図ります。ま
た、財政収支見通しを的確に捉え、最小の経費で最大の成果を発揮
することを念頭に事業執行に努め、将来にわたり持続可能で健全な
財政運営を行います。
　また、公共施設等の多くが更新時期を迎え、維持管理費用が増大
していることから、施設の今後のあり方を検討しながら、総合的かつ
計画的な管理に取り組みます。

実　施　計　画

時代の変化に対応できる行政の構築

　地方分権のさらなる進展、厳しさを増す財政状況など、地方をとりま
く環境の変化に対応できる実効性のある組織体制づくりと、市民満足
度を高める職員のさらなる資質向上を目指します。
　また、行政情報をわかりやすく積極的に発信するとともに、幅広い
市民の意見を市政に反映させるため市民参画の機会の充実を図りま
す。

総　合　計　画

取　組　み 取組みの内容（仮）

参 考 総合計画を推進するために 
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